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避難者は４７万人から２１万人まで減少。避難の長期化により、体と心の健康への支援が重要。

２．公共インフラの復旧

１．復興４年間の現状と課題（概要）

１．被災者支援

３．住宅再建・復興まちづくり

４．産業・なりわいの再生

５．福島の復興・再生

仮設住宅での心身のケア、恒久住宅移転後のコミュニティ形成、被災者の生きがいづくりへの支援。

がれき処理と公共インフラの復旧は、概ね終了。

住宅再建は、計画策定済みであり、工事も進行。また自主再建も進む。
※災害公営住宅：３月末までに約９千戸が完成。

高台移転：３月末までに約４千戸が完成。

除染（国直轄）は１１市町村のうち、４市町村で除染が終了。
中間貯蔵施設の建設及び土壌等の搬入開始。一部で避難指示が解除。

鉱工業生産指数は震災前の水準に回復、津波被災農地は７割で復旧、有効求人倍率は１倍を超え、雇用も改善。

実績

今後の方針

・復興４年間でインフラ復旧は概ね終了し、住宅再建は工事が進んでいる。併せて、産業・なりわいの再生と被災者の
心身のケアに取り組む。
・福島の復興・再生については、早期に帰還する人、長期に待つ人、新生活を選ぶ人、といった避難者の意向に応じた
対策を進める。

実績

今後の方針 残る工事の促進。

実績

今後の方針 工事の促進。（災害公営住宅：平成２７年度までに約１.９万戸、高台移転：平成２７年度までに約１万戸完成見込み）

実績

今後の方針

実績

今後の方針

売上が回復しない業種への支援。新しい町での商店の再開支援。

早期に帰還する人、長期に待つ人、新生活を選ぶ人といった避難者の意向に応じた対策。
また、放射線リスクコミュニケーションや風評被害対策。

米農家視察

見守りによる心身のケア

災害公営住宅 高台移転による宅地造成

１



（１）増税も含め、25兆円を超える復興財源フレームを策定。

（２）復旧・復興事業の自治体負担をゼロに。被災地は安心して復興に取組み。

（３）高台移転など、単なる復旧を超えた事業を実施。

きわめて柔軟な復興交付金制度を創設。その他のインフラ整備も、社会資本整備総合交付金に復興枠を

創設し、自治体負担を実質ゼロ。

（４）産業復興のための「グループ補助金」を創設。被災者の健康、コミュニティ支援も実施。

前例のない幅広く手厚い措置

○ 今後の復興事業（予算）の在り方を検討する前提として、以下を考える必要。

（１）復興予算の執行の遅れ（繰越2兆円、不用0.7兆円（25決算））。精度の高い予算にしていくべき。

（２）国民に広く負担を求めた復興財源が、被災地の復興とは直接関係のない事業にも使われてきたとの指摘。

（３）被災地向けの予算でも、緊急性や必要性、国の支援のあり方を精査すべきものがある。

⇒ 全国共通の課題（地域振興、防災）への対応、調査研究・技術開発、雇用確保や人材育成

（４）地域の持続可能性を見据えた復興地域づくりに資するものになっているか。

⇒ 被災地の市町村では、住民意向の変化等を踏まえ、段階的に計画を縮小。

○ 28年度以降の復興事業のあり方については、これまでの集中復興期間における復興支援の
総括を行った。

復興は着実に進展

○ 累次の加速化措置もあり、地震・津波被災地を中心として、復興は着実に進展。少なくとも住まいの確保に

関する復興交付金事業は、集中復興期間中に85市町村中64市町村で完了予定。

評価と課題

２．集中復興期間の総括
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○ 復興期間10年以内での一刻も早い復興事業完了に向けて、現在の取組を着実に進める。

○ ただし、原子力災害被災地域については、長期の事業が予想されるので本格的な復興・再生に向けて、

国が前面に立ち、引き続き取組む必要。

※ 財政健全化計画との関係にも留意しつつ、平成32年度までの復興財源フレームを策定する必要。

（１）被災地の「自立」につなげていくための施策にしていく必要。新たなステージにおいて、日本の再生と

成長を牽引し、地方創生のモデルとなることを目指す。

① まずは住宅再建等を加速。被災者の恒久住宅の確保を促進。

② 災害公営住宅でのコミュニティづくりや長期避難者の心身のケア等、復興のステージの進展に伴って

生じる被災者が抱える課題等に的確に対応。

③ 産業・なりわいの再生等に、官民の連携を一層強化し取組み。持続可能な地域社会を作り上げる。

（２）財源が国民負担であることを再認識して、見直しを行う。

① 被災地の復興のために真に必要な事業に重点化。地方創生をはじめ一般会計等の施策を活用。

② 復興に資する事業でも、全国共通の課題（地域振興、防災）への対応との性格を併せ持つ事業につい

て、自治体負担を導入。自治体負担の程度は、地方負担の５％（事業費の１～３％程度）とし、全国に

おける一般事業の負担の程度と比べて十分に軽減。被災団体の財政負担に十分配慮。

⇔ 復興の基幹的事業（被災者支援、災害復旧、復興交付金事業（基幹事業））や原発由来の事業は引

き続き自治体負担ゼロ。

③ 人口の将来見通しを踏まえた事業内容の見直し

① 10年以内での復興事業完了（福島除く）

② 被災地の「自立」につなげていく支援

３

３．２８年度以降の復興事業



区分 事業 具体例

引
き
続
き
復
興
特
会
で
実
施

① 被災者支援 応急仮設住宅、被災者の心のケア、見守りなど

② 災害復旧事業等 災害廃棄物処理、公共土木施設や商業施設等の災害復旧

③
原子力災害特有の課題に

対応する事業

・ 除染、中間貯蔵施設の整備、放射性物質汚染廃棄物処理

・ 長期避難者支援、早期帰還の支援

・ 避難指示区域等における医療保険制度等の特別措置

・ 環境放射線測定、環境モニタリング

・ 風評被害対策 など

④ 東日本大震災復興交付金 高台移転、災害公営住宅 など

⑤
その他被災地の課題に

対応する事業

・ 復興に資する公共事業

・ 被災した中小企業等への低利融資、販路回復

・ 成果が早期に発現し、被災地の復興につながる調査・研究

・ 応援職員経費 など

一
般
会
計
等

・ 一般会計等の国の既存施策で同種
の事業を実施

・ 被災地以外でも等しく課題となって
いる事業 等

・ 雇用創出、雇用支援

・ 地域振興や将来の災害への備えとの性格の公共事業

・ 成果の発現に長期を要し、成果が全国に裨益する調査・研究 など

２
７
で
終
了

・ 事業の目的や目標を達成

・ 緊急性や必要性がなくなった事業

・ 全国防災事業

・ 復興を担う人材育成 など

○ 引き続き復興特会で実施する事業、一般会計で実施する事業、27年度限りで終了する事業

の振分けは以下のとおり。

一
部
に
自
治
体

負
担
を
検
討

４

４．２８年度以降復興特会で実施する事業
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住宅再建・復興まちづくり（10兆円） 産業・生業（なりわい）の再生（4.1兆円）

被災者支援（健康・生活支援）（2.1兆円） 原子力災害からの復興・再生（1.6兆円※1）

◆災害廃棄物処理

・福島県一部地域を除き処理を完了（H26.3）

◆災害復旧

・河川堤防2,115箇所のうち2,113箇所（ H26.12 ） 、道路（直轄

国道）1,161kmのうち1,159km（ H26.12 ）の復旧を完了

◆インフラ整備

・復興道路等570kmのうち223km を供用済（ H26.12 ）

◆復興まちづくり

・復興交付金31,818億円を計上し（H23～27）、97市町村及び

８道県に対し25,648億円を配分（H23～26）

・災害公営住宅の85％、高台移転の宅地の94％で着手済（H26.12）

⇒ 集中復興期間中に、災害公営住宅19,566戸（計画の65%）、
高台移転の宅地9,937戸（同48%）が整備完了見込み 等

◆中小企業への支援
・約28万件の貸付（貸付額約5.8兆円）を実施（H27.2）

・グループ補助金で605グループ、10,416事業者を支援（ H27.2）

交付先事業者の約４割が震災直前の売上水準まで回復（H26.6）

・３県全体の鉱工業生産指数が震災前の水準にほぼ回復（H24.1～）

◆企業立地
・岩手県28件、宮城県129件、福島県616件等計約900件を採択

（H27.３）

◆農林水産業への支援
・漁船約1.8万隻の復旧。水揚げ量は約８割まで回復（H27.1）

・水産加工施設の約８割で業務再開（H26.12）

・津波被災農地の約７割で営農再開可能（H27.1）

◆雇用の確保
・平成23年度から25年度の３年間でのべ約26万人の雇用を創出。

被災３県の有効求人倍率は0.45倍（H23.4）から1倍以上に上昇
（H24.7～） 等

◆除染
・国直轄除染対象11市町村のうち４市町村の面的除染を終了
（H26.11 ）

・市町村除染対象94市町村のうち45市町村において、除染等の
措置が概ね完了（ H26.12 ）

◆中間貯蔵施設の整備
・中間貯蔵施設等に係る交付金（1,500億円）、原子力災害からの

福島復興交付金（1,000億円）を創設（H27.2）

◆ふるさとの復活
・福島再生加速化交付金2,655億円を計上（ H25～27 ）

・避難指示区域の見直しが完了（ H25.8 ）し、順次、避難指示を解除
◆風評被害対策

・157民間団体・市町村へ福島県産農産物のPR事業を支援（H26.3）

等

◆救助活動等
・自衛官のべ1,066万人等を派遣（H23）

◆応急仮設住宅（借上げ型を含む）の整備
・ピーク時約12.3万戸。応急仮設住宅等への入居戸数は減少（8.５

万戸（H27.３））し、恒久住宅への移転が進捗。岩手県、宮城県の
計９市町村において応急仮設住宅が解消見込み（H27.３）

・避難者数は当初の約47万人から約23万人まで減少（H27.1）

◆被災者の生活再建支援
・対象全て（22万4千世帯）に被災者生活再建支援金の支給（基礎

支援金）をおおむね完了（H28.3）

◆地域医療の再生
・約９割の病院を復旧（H26.12）

◆就学支援
・被災園児児童生徒のべ18万人に学用品費等を支給（ H23～25 ）等

※2 ４つの柱の（）の数字は、集中復興期間に使用が見込まれる金額（復興財源フレーム（事業費ベース）上の試算値）

※1  東京電力への求償対象経費（除染等：2.6兆円：27年度末までに使用が見込まれる
金額ベース）は含まれていない。

（注） 上記の他、震災復興特別交付税等（4.6兆円）、全国防災対策費等（3.0兆円）等がある。

（参考１）集中復興期間における復興事業の主な実績
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（１）国の責務の一元化
①責任組織の設置と一元化（復興対策本部、復興庁）
②自治体からの要望をワンストップで対応（地方に復興局を設置）
③復興のための増税も含め、５年で２６．３兆円程度復興財源確保

（参考２）これまでにない政策

（３） 被災者支援

①心身のケア、孤立防止、コミュニティづくりを支援

②住民票を移さず、避難先自治体で行政サービスを受けられるように支援

（４）インフラ復旧・まちづくり

①復興特区制度を創設し、土地利用再編の事業に必要な許可の特例、手続きのワンストップ化

②復興交付金を創設し、地域づくりに必要な事業の一括化、地方負担の手当

（５）産業の復興

①仮設工場・店舗等の整備と無償貸与

②中小企業等グループの施設復旧のための補助金の創設

③復興特区制度を創設し、税制・金融上、規制・手続きの特例

④二重ローン対策（東日本大震災事業者再生支援機構、産業復興相談センター）

（６）雇用の確保

①雇用創出基金の拡充等による被災地で仕事づくり

②震災による離職者等を雇用した事業主に対する助成金の創設

（２）被災自治体支援
①震災復興特別交付税を創設し、復旧・復興事業の自治体負担分を全額措置
②取崩し型基金３，０００億円
③全国の自治体が被災地に職員を派遣（累計８万７千人）。国費で負担。

これまでにない組織と政策で復興を支援。
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○ 27年２月末時点において、復興交付金事業を行う85市町村※1のうち、少なくとも住まいの確保に関す
る事業が27年度までに全て完了予定としている市町村は64※2。

うち、27年度までに計画中の事業が全て完了予定の市町村：50
27年度までに計画中の住まいの確保に関する事業が全て完了予定の市町村：14

○ その他18市町村でも、概ね30年度までに住まいの確保に関する事業が完了する見込み。
※1：原子力災害に伴い避難指示等が出された12市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯館村）を除く。
※2：計画は被災自治体において適宜見直されており、事業の追加等により、完了時期の変動があり得る。

※ 事業の完了時期は、復興交付金事業計画（27年2月時点。災害公営住宅家賃低廉化事業、東日本大震災特別家賃低減事業、効果促進事業を除く。 ）の全体事業期間に基づく。今後、
計画の変更により、変動があり得る。 上記のほか、液状化対策事業の調査・設計中で完了時期を精査中の3市がある（稲敷市、久喜市、千葉市）。

※ 防災集団移転促進事業の場合、住宅地の造成が完了した後も、移転者の住宅建設等に対する補助等が続く場合がある。

（参考３）復興交付金事業の進捗の見通し

H27 H28 H29 H30 H31 H32

全ての事業が27年度までに完
了する市町村(50市町村) ※ 「住まいの確保に関する事業」は、災害公営住宅整備事業等、防災集団移転促進事

業、土地区画整理事業（住宅地の供給を含む事業に限る） 、漁業集落防災機能強化
事業（住宅地の供給を含む事業に限る）。

住まいの確保に関する事業が
27年度までに完了する市町村
(14市町村)

仙台市、岩沼市、亘理町
相馬市
久慈市、いわき市、須賀川市
田野畑村、松島町
八戸市、利府町、塩竈市等

道路事業、圃場整備事業(県)等
道路事業

圃場整備事業(県)等

道路事業等

道路事業等

凡例： （緑色の線）の右端は「住まいの確保に関する事業」が完了する年度、
（黄色の線）の右端は全ての事業が完了する年度。

斜体の事業名は、完了年度が最も遅い事業。

住まいの確保に関する事業が
28年度以降に残る市町村(18
市町村)

山田町、釜石市、大船渡市、陸前高田市、気仙沼市、石巻市
女川町

東松島市、七ヶ浜町、名取市
多賀城市

大槌町、南三陸町、新地町

野田村、宮古市
洋野町

圃場整備事業(県)等

圃場整備事業(県)
道路事業

山元町 圃場整備事業(県)
圃場整備事業(県)、道路事業

区画整理事業

区画整理事業等

漁業集落防災機能強化事業

３



（参考４）主な事業の自治体実質負担率

４

 

 通常 復興・創生期間 

直轄道路 

 

国 2/3、地方 1/3 

26.7％ 1.7％ 

社総交道路 

 
国 55/100 
地方 45/100 

など 

36％ 

 

2.3％ 

 

復興交付金 

（効果促進） 
 

国 80/100 
地方 20/100 

40％ 

（社総交効果促進（補助率 50％）） 

 

1％ 

 

災害復旧 

（直轄） 
 

国 2/3 
地方 1/3 

     など 

1.7％ 

 

0％ 

 

 

 

地方負担の 20％を交付税措置 

（33％×80％） 

地方負担の 95％を震災特交措置 

（33％×５％） 

地方負担の 20％を交付税措置 

（45％×80％） 

地方負担の 95％を震災特交措置 

（45％×５％） 

地方負担の 20％を交付税措置 

（50％×80％） 

地方負担の 95％を震災特交措置 

（20％×５％） 

地方負担の 95％を交付税措置 

（33％×５％） 

 

 

地方負担の100％を震災特交措置 

（注）三陸沿岸道路にあっては 0％ 

（地方負担全額を震災特交で措置） 



（参考５）自治体負担の水準と阪神・淡路、中越等の他の災害との比較

５

 

事業（例） 東日本（集中復興期間） 東日本（復興・創生期間） 阪神・淡路、中越 等 

災害 

復旧 

公共土木関係 

（上水道、廃棄物処理施

設など） 

補助率 8/10～9/10（嵩上げ） 

＋ 地方負担全額を震災特交（負担ゼロ） 

補助率 8/10 ＋ 一部自治体負担 

(100％起債、元利償還金の 95％を 

交付税措置） 

復興交付金事業（基幹） 

（※１、２） 通常補助率 
＋  

自治体負担分 1/2を補助（嵩上げ） 
＋ 

地方負担全額を震災特交（負担ゼロ） 

通常補助率 
＋  

自治体負担分 1/2 を補助（嵩上げ） 
＋ 

地方負担全額を震災特交(負担ゼロ) 

一部補助率嵩上げ（激甚対象等） 

 ＋  
一部自治体負担 

区画整理の例：90％起債。元利償還

金の 80％を交付税措置 

復興交付金事業 

（効果促進） 

補助率 8/10 
＋ 

一部自治体負担 

（地方負担の 95％を震災特交） 

通常補助率 ＋ 一部自治体負担 

社総交効果促進の例：90％起債。元

利償還金の 20％を交付税措置 

※一般事業と同等の扱い 

その他 

補助 

社総交事業【復興枠】 

（※２） 

通常補助率 

＋ 

地方負担全額を震災特交(負担ゼロ) 

通常補助率 

＋ 

一部自治体負担 

（地方負担の 95％を震災特交） 

通常補助率 ＋ 一部自治体負担 

道路の例：90％起債。元利償還金の

20％を交付税措置 

※一般事業と同等の扱い 

市町村仮庁舎等 補助率 2/3＋地方負担全額を震災特交（負担ゼロ） 
補助の対象外 

介護老人保健施設 補助率 1/2＋地方負担全額を震災特交（負担ゼロ） 

被災者生活再建支援金 補助率 4/5＋地方負担全額を震災特交（負担ゼロ） 制度なし 

復興道路 

復興支援道路 

直轄負担金全額を震災特交で措置 

（負担ゼロ） 

（復興道路） 

直轄負担金全額を震災特交で措置 

（負担ゼロ） 

 
（復興支援道路） 

直轄負担金の一部を自治体負担 

（地方負担の 95％を震災特交） 

（※１）５省 40事業を一括化。基幹事業に関連し自由度の高い効果促進事業を実施。 
（※２）阪神・淡路の際は、復興交付金、社総交制度は存在していないため、同種の補助事業の取扱いを記載。 



（参考６）東日本大震災からの復興に向けた道のりと見通し①

2011 2012 2013 2014 2015 2016

3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 ～～

　避難者

　災害廃棄物（がれき）の撤去、
　及び処分　※福島県は避難指示区域を除く

　ライフライン・インフラ
　
　　海岸対策

　　交通網（直轄国道）

 

　住宅の自主再建

　まちづくり（防災集団移転、区画整理等）

仮置場へ運搬

概ね復旧

避難所開設 仮設住宅設置

応急復旧

仮置場へ運搬

本復旧

まちづくり計画の策定

被災３県の避難所

概ね解消

災害公営住宅の建設開始

仮設住宅概ね完成

約47万人 約34万人

がれきの処理・処分

（防災集団移転促進事業での計画決定（大臣同意）地区の割合）、（民間住

宅等用宅地の着工（工事契約）した地区数の割合、及び

完成、見込み戸数の割合）

居住地付近の

がれき

概ね撤去

（避難者数）

（がれき処理・処分量）

災害公営住宅
（災害公営住宅の供給計画戸数（29,925戸）のうち

着手（用地取得）した割合）

※福島県の全体計画が未確定のため、

進捗率は暫定値

※数値・時期等について未精査 ２０１５年５月

自立再建、災害公営住宅等での再建

民間住宅等用宅地の整備

仮設住宅関連の環境整備

災害公営住宅の完成

・・・見込み・予定集中復興期間

47%

居住地付近の

がれき撤去

6％ 63％

同意

約100％

63%

防災集団移転促進事業の計画策定

着手

45％

（津波堆積物の処理・処分量）

37％

津波堆積物の処理・処分

4％

同意

約1％

福島県

100%

福島県

100%

（岩手県）100%

（宮城県）100%

（岩手県）100%

（宮城県）100%

約30.9万人

着手

65％

着工

84％

（被災者生活再建支援金（加算部分）の支給状況） 7.1万件 9.8万件 11.1万件

（被災地区海岸数（468）のうち本復旧工

事に着工した地区の割合）

（岩手、宮城、福島県内の国道４号、６号、４５号の総開通

距離（1161km）中、完了済み開通距離の割合）

※福島県の避難指示区域含む

着工

68％

着工

約42％

着工

約20％

完了

約99％

約26.万人

着工

77％

完成

4％

完成

9％

着手

92％

完成

31％

着工

98％

完成

19％

11.9万件

約22万人

（福島県）96%

（福島県）96%

６



2011 2012 2013 2014 2015 2016

3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 ～～

　医療施設

　学校施設

　農業・水産業

　地域産業

　個人債務者等対策

（被災３県で業務再開を希望する水産加工施設（812）
の再開状況）

（津波被災農地（21,480ha）において、営農再開が可能と

なった面積の割合）

製氷施設や冷凍冷蔵施設の復旧、用地の嵩上げ等により水産加工業の業務再開を支援

※数値・時期等について未精査

約38％

100%

約52％ 約61％ 約74％

農地の損壊箇所の復旧・除塩等を実施

・・・見込み・予定

（個人版私的債務整理ガイドライン 債務整理の成立

件数累計）

約63％

（被災公立学校施設（2,307校）のうち、災害復旧事業を完了

した学校の割合）

被災した公立学校施設の復旧

92％
100%99%

教育活動は再開済

98％

（仮設店舗・工場・事務所の整備：竣工ヶ所数累計）

（中小企業等グループ補助金による復旧支援

：被支援者数累計）

（二重ローン対策：被支援者数累計）

（被災地域の鉱工業生産指数）

（津波浸水地域に所在する鉱工業事業所

の生産額試算値〈震災前基準年同月比〉

※水産加工施設等は含まない）

地域産業や商店街などの本格的な復興

仮設店舗等の整備・グループ補助金による復旧支援・二重ローン対策等による支援

（資金繰り支援策の実施状況： 累計）

（全国）

融資実績（上段）

保証実績（下段）

約103
発災前

被災地外の水準

まで概ね回復

被災地外の

水準まで

概ね回復

約70 約95 約100

-99% -76% -66% -31% ＋20% －19% －4% +5%

132社 445社

16ヵ所 224ヵ所 400ヵ所 516ヵ所

316者

約1.0兆円

約2.0兆円

約4.9兆円

約6.2兆円

10件 292件

（入院の受入制限または受入不可（182箇所）のうち回復し

た病院の割合）

被災した病院の復旧
90％

90％ 93％

事業者支援

約80％

（仮設店舗・工場・事務所の整備：竣工ヶ所数累計）

（中小企業等グループ補助金による復旧支援

：被支援者数累計）

（二重ローン対策：被支援者数累計）

地域産業や商店街などの本格的な復興

仮設店舗等の整備・グループ補助金による復旧支援・二重ローン対策等による支援

融資実績（上段）

保証実績（下段）

132社 445社

16ヵ所 224ヵ所 400ヵ所 516ヵ所

316者 3,829者 5,779者 8,012者

約2.8兆円

約4.3兆円

約5.6兆円

約7.7兆円

約6.0兆円

約9.1兆円

事業者支援

574ヵ所

9,943者

約6.3兆円

約11兆円

1,109社

（個人版私的債務整理ガイドライン 債務整理の成立

件数累計） 10件 292件 1,080件

555ヵ所

837社

740件

10,220者

約6.4兆円

約11.1兆円

1,223件

約70％

95％

1,195社

約81％ 約83％

577ヵ所

10,416者

1,363社

約6.5兆円

約11.4兆円

（続き）東日本大震災からの復興に向けた道のりと見通し②

７



（参考７）東日本大震災に係る政府の対応

東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会HPより

原発事故による災害 地震・津波による災害

【原子力災害対策本部】
本部長：安倍内閣総理大臣
副本部長：菅内閣官房長官、宮沢経済産業大臣、望月環境
大臣、田中原子力規制委員長
事務局：内閣府（原子力防災担当）

福島原子力事故処理調整総括官

＜直後の対応＞
・避難指示 ・炉心の冷却、注水作業
・救出・救助 ・避難所支援、物資補給

【緊急災害対策本部】
本部長：安倍内閣総理大臣
副本部長：菅内閣官房長官、山谷防災担当大臣
事務局：内閣府（防災担当）等

＜直後の対応＞
・救出・救助 ・避難所支援、物資補給、仮設住宅建設
・捜索 ・ライフラインの応急復旧

【復興庁】【環境省】

※ その他：風評被害対策

＜現在の取組＞
・廃炉・汚染水対策 ・避難指示区域の見直し
・賠償 ・原子力被災者生活支援

・廃棄物処理、除染・中間貯蔵施設の整備
・モニタリング（関係省庁：農水省、厚労省、原災T、

文科省）
・放射性物質汚染に関する安心・安全の確保（リスコミ）

（環境省、文科省 等）

＜くらし＞
○長期避難者対策（町外コミュニティ等）、早期帰還支援

＜インフラ整備＞
○避難指示区域等における公共インフラの復旧

＜くらし＞
○被災者支援
（健康・生活支援、本格住宅への移転支援等）

＜インフラ整備＞
○住宅再建・復興まちづくり

＜産業・生業＞
○産業復興
○雇用確保
○農林水産業の再開

直
後
の
対
応

現

在

の

取

組

８
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